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日本の人口動態は、2008（H20）年をピークに減少し、2060（H72）年には総人口が約 8,700 万人まで
減少すると推計されています。

少子化・高齢化の進行や、地方における都市への人口流出などにより、国は、2014（H26）年 11 月に「まち・
ひと・しごと創生法」を制定し、同年 12 月には、日本全体の人口の現状と将来展望を示す「まち・ひと・
しごと創生長期ビジョン」と、それを踏まえた今後５か年の国の施策の方向を提示する「まち・ひと・し
ごと創生総合戦略」を策定しました。
　「まち・ひと・しごと創生」については、国と地方が一体となって、現実を直視しながら、中長期的視
点に立って取り組むこととされています。これを受け、本市においても人口の現状分析と将来展望、目指
すべき将来の方向性を示す「須賀川市人口ビジョン」を策定しました。

本市の人口ビジョンの対象期間は、国の長期ビジョンと同様に 2060（H72）年までとし、東日本大震災
の発生を考慮しながら人口を推計しました。

また、「須賀川市人口ビジョン」に示した目標人口の維持を具体的に進めていくため、2015（H27）年
度から 2019（H31）年度までの５か年の基本目標と基本的方向、施策戦略で構成する「須賀川市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」を策定しました。

これらに基づき、人口減少の歯止めに努めながら、地域経済の活性化、持続的かつ安定的な地域社会の
維持・発展に向けて、市民との協働によるまちづくりを着実に進め、「将来とも子どもたちが住んで良かっ
た、住んでみたいと思えるまちづくり」を目指していきます。

はじめに
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Ⅰ． 須賀川市の「現
い

在
ま

」
本章では、本市の将来人口及び将来展望を検討していくために、現在までの人口及び産業の状況を整理・

分析し、本市の姿を捉えていきます。

１　人口の状況
⑴　人口の推移

①　総人口の推移
●　2005（H17）年の８万人をピークに減少傾向に転じ、2015（H27）年は 7.7 万人に。 
●　福島県及び近隣市に比べ、減少は緩やかに進んでいる。

５年に一度実施される国勢調査について、1980（S55）年以降の推移をみると、本市の総人口は、
1985（S60）年に７万人を超え、その後も増加傾向で推移し、2005（H17）年には 80,364 人とな
りました。しかし、2010（H22）年には減少に転じており、2015（H27）年の総人口は 76,693 人
となりました（図表１）。

図表１　総人口の推移
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また、福島県及び近隣市（県中・県南地域に位置する人口５万人以上の市）と比較すると、福
島県の人口減少は 1995（H7）年頃から、白河市の人口減少は 2000（H12）年頃から始まってい
ますが、本市及び郡山市の人口減少は 2005（H17）年から 2010（H22）年にかけて始まっており、
人口減少の進行は緩やかであるといえます（図表２）。

住民基本台帳の人口数は、住民登録上の人口数です。国勢調査の人口数は、調査年の 10月１日を
基準日とした実際に住んでいる人口数です。このため、登録上の人口数と実際の人口数に違いがあり
ます。

図表２　1980（S55）年の人口を 100 としたときの本市及び福島県・近隣市の人口変化と人口指数

コラム1　住民基本台帳と国勢調査の人口の違いについて
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②　年齢別の人口の推移（年齢３区分・５歳階級別）
●　全国同様に、本市でも少子化・高齢化が進んでいる。
●　福島県及び近隣市に比べ、年少人口と生産年齢人口の減少及び老年人口の増加は緩やかに進ん

でいる。

本市の年齢３区分別の人口推移をみると、生産年齢人口（15 歳～ 64 歳）は、2005（H17）年
の 51,684 人をピークに 2015（H27）年には 46,663 人に減少しました。また、年少人口（０歳～
14 歳）は減少傾向、老年人口（65 歳以上）は増加傾向にあり、2000（H12）年頃に年少人口と
老年人口が逆転しました。高齢化率（老年人口比率）は右肩上がりで推移しており、1980（S55）
年は 10.0％でしたが、2015（H27）年には 25.2％まで上昇しました。一方、年少人口比率は右肩
下がりで推移しており、1980（S55）年は 23.7％でしたが、2015（H27）年には 13.7％まで減少
しています（図表３）。

人口ピラミッドからも、本市の少子化・高齢化の傾向がみられます（図表４）。今後も、年少
人口が減少し、老年人口が増加していく傾向は続くと推測されます。

図表３　年齢３区分別の人口推移と少子化率・高齢化率
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図表４　人口ピラミッドの推移
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③　市内各地区の人口推移
●　人口の半数が須賀川地区と西袋地区に集中している。
●　西袋、仁井田、小塩江地区は人口が増加しているが、その他の地区は減少している。

2014（H26）年の市内各地区の人口をみると、最も人口が多いのは須賀川地区で 21,125 人
（27.0％）、次に西袋地区が 18,827 人（24.0％）となっており、市内の中心部である須賀川、西袋
の２地区に人口の半数が集中しています（図表５）。

地区ごとの人口の増減についてみると、住宅地の造成が進んでいる西袋、仁井田、小塩江の３
地区が増加傾向であるのに対して、他の６地区は減少傾向にあります（図表６、７）。

2005（H17）年から 2014（H26）年にかけて、増加率が最も大きいのは西袋地区で 1,225 人（7.0％）
増加しました。また、減少率が最も大きいのは長沼地区で、2005（H17）年から 2014（H26）年
にかけて 912 人（13.8％）減少しています（図表８）。

図表５　2014（H26）年の地域別人口

図表６　市内各地区の人口推移
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図表７　2005（H17）年の人口を 100 としたときの推移

図表８　2005（H17）年から 2014（H26）年にかけての人口増減率
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⑵　人口動態
①　人口動態（自然動態・社会動態）

●　本市の人口動態は2007（H19）年から減少に転じ、震災後も回復は弱く、減少傾向が続いている。

人口動態についてみると、1980（S55）年以降、自然動態はプラスで推移してきました。しかし、
1995（H7）年をピークに人口増加の勢いは止まり、2007（H19）年からは自然動態・社会動態と
もに減少に転じました。

2008（H20）年には、国際的な金融危機の引き金となったリーマンショックの影響と考えられ
る大きな社会減少（転出者数＞転入者数）があり、2011（H23）年には、東日本大震災による大
きな社会減少がありました。

2011（H23）年以降、社会減少は回復傾向にありますが、自然減少（死亡者数＞出生者数）の
影響から、人口動態は依然としてマイナスで推移しています（図表９）。

図表９　人口動態の推移
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②　自然動態
ⅰ　出生・死亡数

●　自然動態は 2007（H19）年からマイナスに転じ、震災後も回復は弱い。

自然動態についてみると、2003（H15）年頃から自然増の勢いが止まり、2007（H19）年に
マイナスとなりました。2008（H20）年に一旦回復するも、2009（H21）年には再びマイナス
に転じました。

出生数は、2005（H17）年頃から減少しており、2011（H23）年～ 2013（H25）年の出生数
は年間 600 人前後となっています（図表 10）。

図表 10　自然動態の推移
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ⅱ　合計特殊出生率※１

●　本市の合計特殊出生率は 1.49 であり、全国に比べて高い数字である。

本市の合計特殊出生率は、1998（H10）年～ 2002（H14）年は 1.68 でしたが、2008（H20）
年～ 2012（H24）年は 1.49 と減少傾向にあります。しかし、本市及び福島県の合計特殊出生率は、
全国（1.38）に比べて高い数字を示しています。

全国的な傾向として、合計特殊出生率は都市部より地方の方が高い傾向にあります。都市部
は生活コストが高く、地方の方が住環境や生活面で子育てがしやすいことが推測されます（図
表 11）。

※１　合計特殊出生率とは、15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計した指標で、一人の女性が平均して一生
の間に何人の子供を産むかを表します。

図表 11　合計特殊出生率の推移
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図表 12　社会動態の推移

図表 13　製造業の従業者数の推移

③　社会動態
ⅰ　転入・転出数

●　社会動態は、震災後の大きな社会減から近年は回復をみせている。

社会動態についてみると、1980（S55）年以降、転入超過で推移してきましたが、その数は
徐々に減少し、2007（H19）年にマイナスに転じました（図表 12）。2008（H20）年には大き
な転出超過となりましたが、これは、市内製造業の従業者数が、2007（H19）年の 8,555 人に
対し、2008（H20）年には 7,787 人と、9.0％減少するなど、2008（H20）年に発生したリーマ
ンショックが、市内製造業等の雇用面に大きく影響を及ぼしたものと考えられます（図表 13）。
また、2011（H23）年には、東日本大震災の影響による大きな転出超過となりましたが、2012

（H24）年～ 2013（H25）年には回復傾向がみられ、2013（H25）年には 141 人の減少となり
ました（図表 12）。
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図表 14　転入・転出先の地域別の内訳（2014（H26）年）

ⅱ　地域間の人口移動の状況（2014（H26）年）
●　転入元・転出先ともに６割が県内、４割が県外である。

2014（H26）年の転入・転出の状況についてみると、転入元・転出先ともに、福島県内が約
６割、県外が約４割となっています。県外への移動状況を地域別にみると、首都圏が最も多く、
次いで北海道・東北、北関東となっています（図表 14）。



須賀川市人口ビジョン 13

図表 15　主な転入元の自治体

ⅲ　転入
●　転入元は、主に県内の主要都市及び本市の南側に位置する自治体。
●　県外からの転入は首都圏及び東北地方が多い。

2014（H26）年に須賀川市に転入した人がそれまで居住していた自治体をみると、県内の自
治体が約６割を占めています。

県内の自治体のうち、郡山市からの転入が 555 人（転入総数の 28.1％）と最も多く、次に福
島市からの転入が 111 人（5.6%）、いわき市からの転入が 69 人（3.5%）と、県内の規模の大
きな自治体からの転入が多い傾向となっています。

また、本市の南側に位置する自治体からの転入も少なくありません。鏡石町が 88 人（4.5%）
と最も多く、次に白河市が 59 人（3.0％）、矢吹町が 48 人（2.4％）、玉川村が 42 人（2.1％）、
石川町が 38 人（1.9%）と続きます。

県外の自治体からの転入は、全体の４割程度であり、首都圏の 253 人（12.8％）が最も多く、
そのうち東京都が 101 人（5.1％）と最も多くなっています。次に北海道・東北が 168 人（8.5％）
と続き、その中で最も多いのは、宮城県の 79 人（4.0％）となっています（図表 15）。
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ⅳ　転出
●　転出先は、主に県内の主要都市及び本市の南側に位置する自治体。
●　県外への転出先は首都圏及び東北地方が多い。

2014（H26）年に須賀川市から転出した人が居住する自治体をみると、県内の自治体が約６
割を占めています。

県内の自治体のうち、郡山市への転出が 579 人（転出総数の 28.2％）と最も多く、次に福島
市への転出が 119 人（5.8%）、いわき市への転出が 66 人（3.2%）と、県内の規模の大きな自
治体への転出が多い傾向となっています。

また、本市の南側に位置する自治体への転出も少なくありません。鏡石町が 88 人（4.3%）
と最も多く、次に白河市が 59 人（2.9％）と続きます。

県外への転出は全体の４割程度であり、首都圏の 371 人（18.1％）が最も多く、うち東京都
が 176 人（8.6％）と最も多くなっています。次に、北海道・東北地方は 188 人（9.1％）と続き、
その中で最も多いのは、宮城県で 111 人（5.4％）となっています（図表 16）。

図表 16　主な転出先の自治体
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図表 17　県内の主要な転入元・転出先の自治体の状況（2014（H26）年）

ⅴ　県内の主な自治体間の転入・転出の状況
●　本市への転入と本市からの転出が最も多い県内の自治体は、ともに郡山市。2014（H26）

年は転出超過であった。

2014（H26）年における主要な転入元・転出先の自治体についてみると、玉川村、石川町、
会津若松市、矢吹町、いわき市からは転入超過となっています。また、福島市、天栄村、郡山
市において転出超過となっています。また、転入、転出ともに最も多いのは郡山市となってい
ます（図表 17）。
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ⅵ　主な地域ごとの転入・転出状況
●　郡山市、仙台市、東京都といった大都市への転出超過が続いている。

主な地域ごとの転入・転出状況は、県内では郡山市、県外では東北、首都圏に対する転入・
転出が多くなっていますが、これらの地域における主要な都市（郡山市、仙台市、東京都）に
ついて、2012（H24）年から 2014（H26）年にかけての転入・転出の状況をみると、それぞれ
転出超過の状況が続いています（図表 18）。

図表 18　主な地域における主要都市との転入・転出の状況
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図表 19　社会動態（男女別）の推移

④　男女別・年齢別の社会動態
ⅰ　男女別の社会動態

●　女性の転出超過は、東日本大震災後も続いている。

男女別でみると、男女ともに、2008（H20）年と 2011（H23）年に大きな転出超過がみられます。
男性についてみると、東日本大震災以降、転出超過傾向が縮小しており、2013（H25）年には
転入と転出がほぼ均衡しています。女性についてみると、東日本大震災時の大きな転出超過か
らは回復していますが、依然として転出超過状態です（図表 19）。
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ⅱ　年齢別の社会動態
●　男女ともに 10 代後半～ 20 代前半が流出し、20 代後半～ 30 代が流入している。
●　2000（H12）年以降、流入数は減少している。

1980（S55）年以降、５年ごとの年齢別・男女別の長期的な人口移動の傾向を比較すると、
男女ともに、10 代後半から 20 代前半にかけて市外に流出する傾向があります。これは、市外
への進学や就職に伴う移動であると考えられます。また、20 代後半から 30 代にかけて市内に
流入する傾向があり、これは就職による移動であると考えられます。

特に、1990（H2）年から 1995（H7）年にかけて、及び 1995（H7）年から 2000（H12）年
にかけては、男女ともに転入超過状態でした。これは、1990 年代に市内で製造業の立地が進み、
労働の担い手が流入したためと考えられます。しかし、2000（H12）年以降は、流出する人口
に対して流入する人口が減少しているため、男女ともに転出超過となっています。

男女別にみると、男性では、1990(H2) 年以降、流出数は横ばいで推移しているのに対し、
1995（H7）年以降は流入数が減少しています。女性についても同様に、1995（H7）年以降は
流入数が減少しており、特に 2005（H17）年から 2010（H22）年にかけては、流入数の減少
と流出数の増加が顕著になっています（図表 20）。

図表 20　年齢階級別の人口移動の推移（男女別）
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図表 21　須賀川市周辺の通勤・通学率（2010（H22）年）

⑤　通勤・通学率にみる都市圏について
ⅰ　通勤・通学率による都市圏分析

●　郡山都市圏の中に「須賀川都市圏（須賀川市、鏡石町、天栄村、玉川村）」が存在する。

通勤・通学率による都市圏についてみると、本市から郡山市への通勤・通学率は 22％であり、
本市は郡山都市圏※２を構成する自治体の一つとなっています。

一方、本市に隣接する鏡石町、天栄村、玉川村は、郡山市に通勤・通学する割合よりも、本
市に通勤・通学する割合のほうが高く、それぞれ 20％程度が須賀川市に通勤・通学しています。
このことから、郡山都市圏の中には、本市と鏡石町、天栄村、玉川村によって構成される「須
賀川都市圏」ともいうべき都市圏があることがわかります（図表 21）。

※２　都市圏の考え方……通勤・通学率 10 % 超の圏域を都市圏と設定します。ここでいう郡山都市圏には、郡山市、須
賀川市、田村市、本宮市、鏡石町、三春町、小野町、天栄村、大玉村が含まれます。
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ⅱ　昼夜間人口
●　郡山市への通勤・通学が多く、昼夜間人口比率※３は 0.94 である。

本市では、郡山市に通勤・通学する人が多く、本市の昼夜間人口比率は 0.94 となっています。
一方、本市を含めた近隣市町村からの通勤・通学が多い郡山市では、昼夜間人口比率が 1.06

となっています（図表 22）。

図表 22　昼夜間人口比率

※３　昼夜間人口比率とは、夜間人口（常住人口）に対する昼間人口の割合であり、１を超えているときは、通勤・通
学人口の流入超過、１を下回っているときは、流出超過であることを表しています。
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２　産業の状況

ここでは、就業者の状況と経済活動の状況の２つの視点から本市の産業についてみていきます。
就業者の状況をみることで、どういった産業が雇用吸引力を持っているのか、また、各産業の経済活

動の状況、付加価値額※４をみることで、地域の経済をけん引する産業が何かを整理し、本市の産業の姿
を捉えていきます。

⑴　就業者の状況
①　就業者数の推移（産業別）

●　就業者総数は、2000（H12）年の４万人をピークに減少傾向に転じ、2010（H22）年には 3.7 
万人となった。

●　第一次産業は大きく減少しているが、産業構成比は国・県に比べ高い。
●　第二次産業は減少しているが、産業構成比は国・県に比べ高い。
●　第三次産業は伸びているが、産業構成比は国・県に比べ低い。

本市の就業者の状況をみると、就業者総数は、2000（H12）年の 40,858 人をピークに減少傾
向に転じ、2010（H22）年には 37,200 人となりました。

産業別にみると、1980（S55）年～ 2010（H22）年の 30 年で、第一次産業の就業者数は
10,375 人から 3,775 人となり、63.6％減少しました。これは高齢化や、後継者不足等の影響によ
るものと考えられます。構成比についてみると、28.4％から 10.1％と、３分の１近くまで減少し
ましたが、全国（4.0％）、県（7.6％）と比較すると、依然高い割合を保っています。

また、第二次産業の就業者数は、12,707 人から 11,384 人となり、10.4％減少しました。構成
比についてみると、34.7％から 30.6％とやや減少していますが、全国（23.7％）、県（29.2％）と
比較すると、依然高い割合を保っています。

第三次産業の就業者数は 13,478 人から 21,031 人となり、56.0％増加しましたが、構成比は
56.5％と、全国（66.5％）、県（60.0％）に比較すると、その割合は小さいものになっています（図
表 23、24）。

※４　付加価値額とは、企業の生産活動によって新たに生み出された価値のことであり、「売上高」から生産に要する「費
用総額」を引いた額に、「給与総額」と「租税公課」を加えたものです。地域内にどの程度の付加価値額が発生したか
を把握することは、地域の経済力を図る重要な指標となります。ただし、経済センサス−活動調査は、事業所を調査
対象としているため、個人事業主の多い農林漁業の付加価値額が小さくなる傾向にあります。
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図表 23　産業別の就業者数の推移

図表 24　産業別構成比の全国・福島県との比較（2010（H22）年）
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②　男女別の就業者人口及び特化係数※５

● 就業者数は男女ともに製造業が最も多く、その次に就業者数が多いのは、男性は卸売業・小売業、
建設業、農業・林業、女性は医療・福祉、卸売業・小売業、農業・林業である。

● 農業・林業と製造業は、男女ともに特化係数が高く、就業者数も多いことから、本市の基幹とな
る特徴的な産業であるといえる。

2010（H22）年における男女別の就業者人口をみると、男性は総数 20,911 人のうち、製造業
の就業者数が 5,513 人（26.4％）と最も多く、次に卸売業・小売業が 2,783 人（13.3％）、建設業
が 2,308 人（11.0％）、農業・林業 2,148 人（10.3％）と続きます。

女性は総数 16,289 人のうち、製造業の就業者数が 3,129 人（19.2％）と最も多く、次に卸売業・
小売業が 2,923 人（17.9％）、医療・福祉が 2,844 人（17.5％）、農業・林業が 1,622 人（10.0％）
と続きます。

本市と福島県の産業構成比を比較した特化係数についてみると、男女ともに１を超えている、
つまり、特徴を持っているといえる産業は、農業・林業、製造業、運輸業・郵便業となっていま
す（図表 25）。

図表 25　男女別の就業者人口及び特化係数（対福島県）

※５　特化係数とは、産業の業種の構成などにおいて、その構成比を全国や県等の構成比と比較した係数で、産業の特
徴などを分析する際に利用します。（例：対全国の特化係数＝○○市の□□産業構成比÷全国の□□産業構成比）。図
表 25 において特化係数が１よりも大きい産業は、その産業のウエイトが福島県の水準を上回っていることを意味し
ます。
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⑵　経済活動の状況
①　本市における経済活動

●　本市の産業のうち、付加価値を生み出す力をもった主な産業は、製造業、卸売業・小売業、医療・
福祉であり、特に製造業と医療・福祉は、県内でも特徴的な産業であるといえる。

本市での経済活動を明らかにするために、経済センサス−活動調査から付加価値額・事業従事
者数及び付加価値額の特化係数（対福島県）について整理すると、付加価値額・従事者数ともに
多い製造業、卸売業・小売業、医療・福祉が本市の代表的な産業といえます。特に製造業と医療・
福祉は特化係数が１を超えており、県内でも特徴のある産業といえます（図表 26）。

その他に特化係数が高いのは、学術研究・専門・技術サービス業をはじめとしたサービス業、
運輸業・郵便業が挙げられます。前者のサービス業は看護系の専門学校の立地、後者は製造業向
けに運輸サービスを提供する事業者の立地が背景にあるものと考えられます。

なお、個人事業主の多い農業については、付加価値額・従事者数ともに小さく表示されてしま
いますが、前項でみた特化係数のとおり、実態としては、本市の基幹となる重要な産業です。

図表 26　本市の産業の付加価値額・事業従事者数及び特化係数（2012（H24）年）
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②　産業別の動向

本市の特徴的な産業のうち、農業、製造業、卸売業・小売業、医療・福祉の４つの産業について、
その特徴をみていきます。

ⅰ　農業
●　人口の約４人に１人が農業に従事し、そのうち半数が兼業農家である。
●　長沼地区、岩瀬地区は特に農業人口の割合が高い。

2010(H22) 年の農林業センサスによれば、販売農家人口は、15,772 人であり、本市の 15 歳
以上人口（約 6.7 万人）のうち、約４人に１人が農業に従事しています（図表 27）。

専業・兼業農家数についてみると、農家総数のうち、農業以外の仕事の所得が主となってい
る第２種兼業農家は、総農家数 3,807 戸のうち、2,037 戸（53.5％）であり、兼業農家が半数
以上を占めています。

また、世帯数に占める農家の割合をみると、長沼地区は総世帯数の 39.2％、岩瀬地区は
45.3％と、農家の割合が非常に高いことがわかります（図表 28）。

経営耕地の状況をみると、経営耕地面積の８割以上が田で、稲作中心であることがわかりま
す（図表 29）。

図表 27　販売農家人口（農業従事者数）
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図表 28　専業・兼業別農家数（総農家）

図表 29　経営耕地の状況
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ⅱ　製造業
●　従業者数、製造品出荷額等は 2000（H12）年以降横ばいで推移していたが、近年減少傾向

にある。業種別には、電気関連の産業、食料品製造業で働いている人が多い。

製造業の従業者数をみると、2000（H12）年以降は 8,000 人前後で推移してきましたが、
2008（H20）年以降から減少し、近年は 7,000 人程度で推移しています。

製造品出荷額等の推移をみると、1990 年代は 2,000 億円超で推移していましたが、
2001(H13) 年には 2,000 億円程度に減少し、2009（H21）年には出荷額が 1,600 億円程度まで
落ち込みました。その後は横ばいで推移しています（図表 30）。

このような推移を示す背景には、個別事業所の経営状況もありますが、1990 年代に多くみ
られた工場の新規立地が、2000（H12）年あたりを境に落ち着きをみせてきたことがあるもの
と思われます（図表 33）。特に新規立地が減ると、新たな雇用が生まれにくくなることから、
社会動態にも影響が出てくるものと考えられます。

製造業を業種別にみると、製造品出荷額等が最も多いのは電気機械器具製造業（12.2％）で、
次いで、プラスチック製品製造業（10.1％）、鉄鋼業（8.9％）、窯業・土石製品製造業（8.4％）、
電子部品・デバイス・電子回路製造業（7.7％）と続き、この５つで約半数を占めています。ま
た、製造業の従業者数のうち、最も従業者数が多いのは電気機械器具製造業（12.5％）で、次
いで食料品製造業（9.8％）、電子部品・デバイス・電子回路製造業（9.8％）、情報通信器具製
造業（8.2％）、生産用機械器具製造業（8.2％）と続き、この５つの業種で約半数を占めていま
す（図表 31）。

2010（H22）年～ 2013（H25）年の従業員数を比較すると、震災後、電子部品・デバイス・
電子回路製造業、電気機械器具製造業は従業員数が減少していますが、食料品製造業、金属製
品製造業、生産用機械器具製造業では震災前よりも増加しており、震災の影響による増減はあ
まりみられません（図表 32）。

図表 30　製造品出荷額等の推移
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図表 31　事業所数、従業員数及び製造品出荷額等（2013（H25）年）

図表 32　従業員数の推移
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図表 33　製造業企業の須賀川市への進出状況
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ⅲ　卸売業・小売業
●　2009（H21）年から 2012（H24）年にかけて、卸売業・小売業は事業所数・従業者数と

もに減少傾向にある。
●　小売業の売場面積と年間商品販売額は減少している。大規模店舗数はほぼ横ばいで推移して

いる。

卸売業・小売業の推移をみると、2009（H21）年は、卸売業・小売業合わせて、従業者数は 6,230
人、932 事業所がありましたが、2012（H24）年には 5,217 人、779 事業所まで減少しました（図
表 34）。

小売業の売場面積と年間商品販売額をみると、2007（H19）年から 2012（H24）年にかけて、
売場面積、年間商品販売額ともに減少しています（図表 35）。

なお、2013（H25）年には、2011（H23）年に閉店した大規模小売店舗の跡地に、延床面積
１万㎡以上の大規模小売店舗が開店したことにより、直近の大規模小売店舗の面積及び数は、
ほぼ横ばいで推移していると考えられます（図表 36）。

図表 34　卸売業・小売業の推移 図表 35　小売業の売場面積と年間商品販売額の推移

図表 36　大規模小売店舗の推移
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ⅳ　医療・福祉
●　医療・福祉の事業所数・従業者数は増加しており、特に社会保険・社会福祉・介護事業が伸

びている。

医療・福祉分野では、2009（H21）年から 2012（H24）年にかけて、事業所数は 2.8％、従
業者数は 8.2％増加しています。特に増加幅が大きいのは社会保険・社会福祉・介護事業で、
事業所数は 12.5％、従業者数は 18.3％増加しています（図表 37）。

高齢化社会が進行する中、福祉分野の人材ニーズは今後も高まることが予想されます。

図表 37　医療・福祉の事業所数と従業者数の推移
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３　「現
い

在
ま

」のまとめ
⑴　人口について

●　若い世代の女性が進学や就職で市外に流出する傾向があり、自然減を加速させている。
●　働き先を求める子育て世代の流入減少により社会減となっている。

本市における人口減少は、2007（H19）年から始まった「自然減」と「社会減」によるもので
あるといえ、「自然減」の影響が「社会減」より大きい状況にあります。
「自然減」となった大きな理由としては、親世代の減少と出生率の低下が挙げられます。親世代
となる若い女性の数自体が減少しているということに加えて、本市は若い世代の女性が進学や就
職で市外に流出する傾向があり、このことが、「自然減」を加速させています。
「社会減」となった大きな理由としては、若者世代が流出していることと、20 代後半から 30 代
にかけての子育て世代の流入が減少していることが考えられます。本市では、1980 年代以前か
ら現在もなお、10 代後半の若者は主に進学や就職によって、また、20 代前半の若者は主に就職
によって市外に流出する傾向にあります。1990 年代は、製造業の企業立地が進んだことから（図
表 33 参照）、働き先を求めて「働き盛りの親とその家族」によって構成される子育て世代の流入
が増加し、若者世代の流出を補ってきました。

しかし、2000（H12）年以降は、それまで盛んであった製造業の新設・増設が落ち着くとともに、
こうした働き先を求める子育て世代の流入が減少したため、若者世代の流出を補えなくなり、「社
会減」となっていると考えられます。

なお、2011（H23）年に発生した東日本大震災後に大きな人口流出がありましたが、現在、「社
会減」はやや回復しています（図表 9 参照）。

少子化・高齢化が今後も進む中、若者、特に若い世代の女性の流出や、子育て世代の流入の減少、
出生率の伸び悩み等に歯止めをかけることが、本市が人口減少問題に取り組むに当たっての大き
な課題となっています。

⑵　産業について
●　農業、製造業、卸売業・小売業、医療・福祉が本市の経済をけん引する重要な産業となっ

ている。

これまで本市の産業について、就業者の状況と経済活動の状況という２つの面から把握を行い
ました。

就業者の状況からは、農業、建設業、製造業、卸売業・小売業、医療・福祉が本市の中でも就
業者人口が多く、雇用吸引力をもった産業といえます。また、この中でも農業と製造業は、就業
者の特化係数（対福島県）が１を超えており、雇用の観点から本市の特徴的な産業といえます。

経済活動の状況からは、付加価値を生みだす力が大きい製造業、卸売業・小売業、医療・福祉
が代表的な産業といえます。特に製造業と医療・福祉は、付加価値額の特化係数（対福島県）が
１を超えており、経済規模という点で本市の特徴的な産業となっています。
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このように、農業、製造業、卸売業・小売業、医療・福祉は、本市の経済をけん引する重要な
産業ですが、人口減少により、今後、担い手の不足（農業、製造業等）、顧客の不足（卸売業・
小売業等）という問題も生じてくるものと考えられます。人口減少問題に取り組むに当たっては、
地域経済を支える地場産業の成長を後押ししていくことも重要です。
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Ⅱ． 須賀川市の将来人口の推計と分析

本章では、本市の将来人口の推計を行ったうえで、人口の減少が地域にどのような影響を及ぼすかを整
理します。

１　本市の将来人口推計
⑴　人口推計の考え方

福島県内では、2011（H23）年に東日本大震災が発生してから人口が大きく減少した地域が多く、
本市も例外ではありません。福島県内の将来の人口動向については、東京電力株式会社福島第一原子
力発電所の事故による影響の見通しがつかず、不透明な点も多い状況です。しかし、復興が着実に進
んでいる本市において、将来人口の見通しを立てることは、これから様々な施策を進めていくうえで
非常に重要ですので、これまでの本市の人口動向を踏まえた将来人口推計を示すこととします。

将来人口を推計する方法に「コーホート要因法」があります。これは、全国の人口推計を実施する
国立社会保障人口問題研究所（以下、「社人研」と略す。）が使用する方法で、本市もこの方法を用い
て推計を行います。

　「コーホート」とは、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集団のことをいいます。コーホー
ト要因法は、その集団ごとの時間の経過とともに変化する要因（出生・死亡）や人口の純移動（転入・
転出）を年次的に追跡し、仮定値を設定して将来人口を推計するものです。仮定値については①基準
人口、②将来の生残率、③将来の出生率、④将来の出生性比、⑤将来の純移動率の５つが主なもので
あり、本推計では次ページの図表 38で示すように仮定値を設定しました。

コラム2　コーホート要因法について



須賀川市人口ビジョン 35

※６

※６　社人研では全国の市町村の人口推計を「日本の地域別将来推計人口（H25（2013）年３月推計）」で実施していますが、
福島県については県全体の推計のみであり、市町村別の推計は行われていません。このため、ここではあくまで社人
研の推計そのままではなく、その考え方に準拠した推計としました。

図表 38　本調査の人口推計に使用した仮定値
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⑵　人口推計結果
①　総人口の推移

社人研推計に準拠したパターン１では、須賀川市の人口は 2040（H52）年に 63,712 人（2010 年
比▲ 19.6％。以下同じ）、2060（H72）年に 49,186 人（▲ 37.9％）となります（図表 39）。

それに対し、震災前の 2005（H17）年～ 2010（H22）年の社会移動の水準に戻ることを仮定し
たパターン２では、2040（H52）年には 61,433 人（▲ 22.5％）、2060（H72）年には 44,862 人（▲
43.4％）と、パターン１よりも人口の減少が進む結果となりました（図表 39）。これは、2005（H17）
年～ 2010（H22）年の社会減少（転出者数＞転入者数）が顕著であったためです。

一方、社会増加（転出者数＜転入者数）であった 2000（H12）年～ 2005（H17）年の社会移動
の水準を仮定したパターン３では、2040（H52）年に 67,865 人（▲ 14.4％）、2060（H72）年に
54,917 人（▲ 30.7％）と、パターン１とパターン２を大きく上回る結果となります（図表 39）。

ただし、パターン３のように社会増加であっても人口減少が続くのは、自然減少（出生者数＜死
亡者数）が継続するためです。

これ以降の各種推計にあたっては、パターン３の推計値を本市の将来人口に関する基準推計とし
ます。

図表 39　須賀川市の将来人口推計結果（総人口）
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②　年齢３区分別の人口の推移（人口の減少段階）

基準推計としたパターン３から年齢３区分別の人口の推移をみると、2010（H22）年から 2030
（H42）年までは生産年齢人口と年少人口は減少する一方、老年人口は増加を続けていきます。

このように老年人口の増加が継続する中での総人口の減少は、人口減少の第１段階とされていま
す※７。まさに今、本市は人口減少局面に入ったところといえます。そして、2030（H42）年から
2045（H57）年あたりまでは、老年人口が維持される中での第２段階の人口減少となり、2050（H62）
年以降は、老年人口も減少局面に入る人口減少の第３段階となり、総人口の減少ペースも早くなる
ことが予想されます（図表 40）。

図表 40　年齢３区分別の人口推移（2010（H22）年を 100 として指数化）

※７　国の人口ビジョンでは人口減少段階を３段階に分けています。年少人口・生産年齢人口の減少はどの段階も共通
ですが、老年人口が増加している時期を「第１段階」、老年人口が維持・微増減する時期を「第２段階」、老年人口が
減少する段階を「第３段階」としています。第３段階に至り若年層の流入がなければ、地域の人口は加速度的に減少
していくこととなります。
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③　人口シミュレーション

人口動態は、その増減の原因から自然動態（出生・死亡）と社会動態（転入・転出）に分けられ
ますが、この２つのどちらが本市の将来人口に大きな影響を及ぼすのかを把握するために、基準推
計としたパターン３の人口推計を基に以下２つのシミュレーションから影響度の分析を行いました

（図表 41）。

【シミュレーションの考え方】
■　シミュレーション１

基準推計（パターン３）において、合計特殊出生率が 2030（H42）年までに人口置換
水準（人口を長期的に一定に保てる水準である 2.1）まで上昇したと仮定した場合。

■　シミュレーション２
基準推計（パターン３）において、合計特殊出生率が 2030（H42）年までに人口置換

水準 （2.1）まで上昇し、かつ人口移動が均衡したと仮定した場合（転入・転出数が同数
となり、移動がゼロとなった場合）。

【影響度の考え方】
■　自然動態の影響度：シミュレーション１のＸ年の総人口／基準推計のＸ年の総人口
■　社会動態の影響度：シミュレーション２のＸ年の総人口／シミュレーション１のＸ年の

総人口
それぞれの影響度を以下の５段階で評価する。「１」＝ 100％未満（※注）、「２」＝

100 ～ 110％、「３」＝ 110 ～ 120％、「４」＝ 120 ～ 130％、「５」＝ 130％以上の
増加
（※注）：「１」＝ 100％未満には、「パターン１」の将来の純移動率の仮定値が転入超過

基調となっている市町村が該当。

上図のシミュレーションと影響度分析の結果から、須賀川市では社会動態の影響度は概ね「１」
と低い※８一方、自然動態の影響度は 2040（H52）年で「２」、2060（H72）年で「３」と社会動態
の影響度を上回っています。つまり、本市の人口動態については、自然動態（出生・死亡）が社会
動態（転入・転出）より強い影響を持っていることがわかります。

図表 41　シミュレーションと影響度分析の結果

※８　パターン３の純移動率の設定では、須賀川市は転入超過傾向となるため、社会動態の影響度は小さくなります。
ただし、今後の人口動向によっては社会動態の影響が大きくなる可能性もあることには留意が必要です。
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図表 42　就業者数推計の結果

図表 43　産業別の就業者推計結果

２　人口の変化が将来に与える影響
⑴　経済に与える影響

①　就業者数の減少

人口の減少が進めば、相対的に就業者の減少につながることになります。
基準推計をもとに将来の就業者数を推計した場合、2010（H22）年に 37,200 人いた市内の就業

者数は、2040（H52）年には 27,144 人、2060（H72）年には 20,740 人に減少します（図表 42）。
産業別には、第一次産業では 2010（H22）年の 3,775 人が 2060（H72）年には 2,303 人に、第二

次産業では 11,384 人が 6,278 人に、第三次産業では 21,031 人が 11,588 人と、各産業でほぼ半減
することが予想されます（図表 43）。
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②　経済活動に関する影響

人口減少や就業者数の減少は、市内の経済活動に影響を及ぼします（図表 44）。
ものづくりやサービスの提供・販売といった生産面からみれば、働き手の不足、つまり人手不足

を意味します。企業や事業者は、思ったような生産活動や販売活動を行うことが困難になるという
ことです。

一方、消費面からみると、人口が減少することにより、必要となるモノやサービスも減少してい
きます。さらに就業者数の減少は、一人当たりの給与が変わらないことを前提にすると、市内全体
で得られる所得が減っていくということになります。必要なモノ・サービスが減り、さらにそれら
を購入するために使う所得も減少するということは、市全体の市場が縮小することを意味します。
したがって、個人の消費によって成り立っている商業やサービス業の多くは、今よりも経営環境が
厳しくなることが予想されます。

以上のような影響は、あらゆる産業に影響を及ぼし、企業や事業所の撤退・閉鎖、土地（農地や
工業用地等）の荒廃等につながり、ひいては住民の生活環境の悪化につながることが懸念されます。
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図表 44　人口減少が経済活動に及ぼす影響



42 須賀川市人口ビジョン

⑵　行政に与える影響

人口減少による人口構造の変化、就業者の減少は、市の財政にも影響を及ぼします。生産年齢人
口及び就業者数が減少すると、課税対象となる市民全体の所得が減ることになります。そうなれば、
市の歳入の重要な部分である市税の減少が懸念されます。さらに、人口規模を主な目安として国よ
り交付される地方交付税についても、悪化が進む国の財政状況と相まって、減額となる可能性もあ
ります。

一方、2040（H52）年頃まで老年人口の増加が続くことにより、社会保障費などの扶助費は増大
していくことが予想されます。また、老朽化が進む公共施設・インフラの維持管理費が増加してい
くことも懸念されます。つまり、人口の減少が続くと、歳出を増やしていく必要があるのに、歳入
の増加は難しいという状況に陥る可能性が高まります。

以上のように、人口の減少は、市民税などの自主財源や地方交付税の減少を招き、市の財政状況
を悪化させることにつながります。このことは、十分な歳入が確保できなければ、行政サービスの
低下や公共施設の統廃合等の必要性が高まることを意味します。そして、そのような状況が深刻に
なれば、さらに住民が減り、税収が減少し、また財政状況が悪化する、といった悪循環に陥ること
が大きく懸念されます。
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Ⅲ． 須賀川市の「未
これ

来
から

」
本章では、これまでの現状分析や将来人口推計を踏まえたうえで、本市のこれからの方向性と人口の将

来展望を示します。

１　目指すべき将来の方向性

2040（H52）年で人口７万人、2060（H72）年で人口６万人の維持を目指す。

本市の人口は、福島県内において比較的安定して推移してきましたが、近年は人口の自然減少と社
会減少がともに進んでいます。我が国で急速に少子化・高齢化が進んでいる状況の中、本市において
も長期的には人口が減少していくことは避けることができません。人口減少は地域に様々な影響をも
たらします。この状況に的確に対応するため、現状を分析し、今後の本市が目指す姿を示していくこ
とが、本市のまちづくりを進めていくうえで必要不可欠なことです。

そこで本市は、この人口ビジョンにおける推計や分析、調査結果を踏まえ、2040（H52）年で人口
７万人、2060（H72）年で人口６万人の維持を目指していくこととしました。人口減少を克服するた
めには、人口減少のスピードを抑えることと、人口構造を「若返り」させることが必要です。また、
地域の活力と経済の活性化を推進し、本市が持続的に発展していくためには、交流人口を拡大してい
くことも重要なことです。

このため、本市では、次の４つの基本となる柱を掲げた「須賀川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」
を策定し、本市の強みを生かしながら人口減少対策に取り組んでいきます。

①　産業力を強化するまちづくり
本市における高速交通体系に恵まれた立地条件の優位性を生かした地場産業の振興や企業誘致の

推進、本市の基幹産業である農業の担い手の確保、さらには若者にとっても魅力ある雇用の創出に
努めます。

②　すかがわの宝を生かしたまちづくり
本市出身の偉人、円谷英二監督と円谷幸吉選手の「二人の円谷」や日本三大火祭り「松明あかし」

など、須賀川ならではの豊かな地域資源を生かし、「再び訪れたい」、「住んでみたい」と多くの人
が共感できる、須賀川の魅力を生かしたまちづくりを進めます。

③　子どもたちの笑顔あふれるまちづくり
子どもや子育て世代を地域全体で見守り、支援する環境づくりを推進するとともに、安心して子

どもを産み育てるための医療環境の確保や支援体制の整備を図ります。また、「小中一貫教育」須
賀川モデルを推進し、子どもたち一人ひとりの個性や能力をより一層伸ばせるよう努めていきます。
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④　健康なくらしを守るまちづくり
市民一人ひとりが健康で生き生きと暮らせるよう、健康長寿の延伸に努めるとともに、市民、地域、

事業者、行政が一体となって、自然との共生による持続可能な循環型社会の形成を目指します。また、
新たな行政ニーズに対応できるよう、近隣市町村と協力しながら広域連携を図っていきます。
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２　人口の将来展望
⑴　将来展望の考え方

本市の将来人口の推計に当たっては、将来展望として、基準推計（36 ページ参照）を基に、出生
率と純移動率について以下のように考え、仮定値を設定しました（図表 45）。この将来展望に従って
推計した人口を「目標人口」として、推計結果の比較と分析を行います。

図表 45　人口の将来展望の考え方
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⑵　人口の将来展望【推計結果】
①　総人口の推移

前項の将来展望の考え方により施策を展開し、目標が達成された場合、将来の本市の人口は、
2040（H52）年で 70,090 人、2060（H72）年で 60,434 人となります。これは基準推計と比べて、
2040 年（H52）年で 2,225 人、2060（H72）年で 5,517 人多い水準です（図表 46）。

総人口の減少率も、基準推計では 2010（H22）年から 2040（H52）年では 14％の減少ですが、
目標人口では 12％の減少に留まることとなります（図表 46）。

図表 46　将来人口推計結果
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②　年齢３区分別の人口

目標人口と基準推計を比べると、目標人口では、出生率の上昇と 20 代～ 50 代の流入増加により、
年少人口・生産年齢人口の減少ペースは緩やかになります。一方、老年人口は、一定程度の規模で
推移することで、高齢化率がやや低くなり、人口構成はやや若返ることとなります（図表 47）。

図表 47　年齢３区分別の人口推移



48 須賀川市人口ビジョン

③　出生者数の推移

近年における本市の出生者数は、年間 600 人～ 700 人で推移していますが、基準推計では、今後、
年間の出生者数は、20 代～ 40 代の女性人口の減少（図表 49 参照）が主な要因となって減り続け
ます。2040（H52）年には 455 人／年、2060（H72）年には 327 人／年と大きく減っていきます（図
表 48）。

一方、本市の推計において前提とした出生率の改善と 20 代～ 50 代の純移動率の改善が達成され
れば、2040（H52）年では 520 人／年、2060（H72）年には 419 人／年となり、基準推計と比較し
て 70 人～ 100 人程度子どもの数が多い結果となります（図表 48）。

図表 48　出生者数の推移
＊各年の「０歳～４歳人口」を５で除して各年の出生者数と仮定したもの

図表 49　15 歳～ 44 歳の女性人口の推移
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④　人口移動の状況

本市の推計は、20 代～ 50 代の各年代の純移動率が、政策効果や民間努力等により今後徐々に改
善していくことを想定し、その改善の水準を５年で 0.25 ポイント（20 年で１ポイント）としてい
ます（図表 45 参照）。その改善水準について、具体的に 2010（H22）年の０歳～４歳人口が、将来
何人市内に残るのかを示したものが下表です（図表 50、図表 51）。

男女ともに 2020（H32）年まではほとんど人数の増減がなく推移した後、2030（H42）年までは就職・
進学などのため市外への流出が進みます。2030（H42）年以降は、社会動態の水準が改善に向かう
効果が出てくるため、徐々に市内への流入が進みます。基準推計では、2010（H22）年の０歳～４
歳人口に対して、2060（H72）年の 50 歳～ 54 歳人口は 100 人～ 200 人程度少なくなっていますが、
目標人口では、男女ともに 2060（H72）年には、2010（H22）年の人口水準をほぼ回復するまで人
口流入が進むこととなります。

図表 50　男性の人口移動

図表 51　女性の人口移動
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⑤　高齢化の推移

老年人口は、基準推計では 2040（H52）年、目標人口では 2045（H57）年まで増加が続きます。
人数としては、2010（H22 年）の 17,338 人から 25,168 人まで約 1.5 倍の増加となることが見込ま
れます。その後、老年人口は減少に転じ、2060（H72）年には 22,884 人（目標人口）となること
が予想されます（図表 52）。

高齢化率でみると、基準推計・目標人口ともに上昇が続きますが、目標人口では、出生率の上昇
や 20 代～ 50 代の流入増加により、人口全体での減少ペースが緩やかになるため、基準人口よりも
高齢化率はやや低い結果となります。2040（H52）年には 36％、2060（H72）年には 38％と、基
準推計よりもそれぞれの時点で１ポイント～３ポイント低くなります（図表 53）。

図表 52　老年人口の推移

図表 53　高齢化率の推移
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